
 
 

令和 4 年度事業計画に基づく「事業報告」及び「収支決算」について 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

１．事業計画(令和 4 年度第 21 回北陸地盤情報活用協議会にて提示・承認) 

令和 4 年度は、「ほくりく地盤情報システム」の本格試行運用の 15 年目となる。 

これまでの取り組みで、国、県等の電子納品成果の登録が定着し、液状化マップ作成や電子地盤モデ

ル作成事例および詳細設計、地質調査などの民間の受注業務における設計調査などにデータが活用さ

れている。 

引き続き、本協議会構成員の協力のもと、登録会員の維持・増加を図り、安定的な維持管理・運営がで

きる体制を確保しつつ、データの有効活用に取り組む。 

そのために、各発注機関へ、更なるデータ提供の協力をお願いするとともに、地盤データを有する他の

機関にも呼びかけを行う。 

上記の事項を踏まえ、令和 4 年度は下記の方針で実施する。 

 

（1）会員登録の維持・推進 

令和 3 年度の会員継続および各機関・事務局でパンフレット等を活用し、会員登録の推進に努める。

特に、協議会構成員の学協会は、所属会員会社の会員登録の推進に努める。 

令和 4 年 4 月 1 日現在で有料 75 会員となっている。 

目標：有料 76 会員とする。（令和 3 年度実績：76 会員） 

 

(2)地盤データの登録推進 

協議会構成員の発注機関は、電子納品をはじめ各機関で保有する地盤データ登録の推進に努める

とともに、市町村等自治体からの地盤データ提供の推進に努める。 

令和 4 年 4 月 1 日現在で富山県からの電子納品 22 業務（ボーリング本数確認中）の提供となって

いる。 

目標：約 1.600 本とする。（令和 3 年度実績：1.696 本） 

 

(3)維持管理の効率的運用 

管理者（事務局）は、会員等からの問い合わせ対応やホームページ・パンフレット更新等、効率的な維

持管理の運用に努める。 

北陸地盤情報の活用促進に寄与することを目的に登録データ（柱状図）分布図の拡充を図る。 

現在、ホームページ（トップページ）に主要地域の登録データ（柱状図）分布図を掲載しているが、３県

（新潟・富山・石川）の主要地域のみとなっていることから、他県（北陸管内）のデータ分布状況を確認し、

必要に応じて、追加地域の登録データ（柱状図）分布図を作成し、公開する。 

 

(4)北陸地盤情報活用協議会の開催 

令和 4 年 6 月頃（年１回）開催予定、１２月は必要に応じて開催する。 



 
 

２．事業報告 

令和 4 年度事業計画に基づき、実施した事業報告(実績)は下記のとおりである。 

 

(1)会員登録の維持・推進 

事務局（北陸地域づくり協会）主催の講習会において、パンフレットを配布し、ＰＲを行った。 

令和 4 年度登録会員数は、全体で 106 会員（うち 有料会員 79）であった。 

有料会員は退会 2 社(継続取り止め)、新規入会 6 社(うち 下半期加入 2 社、高等教育 3 機関)で

あった。【当初計画：76 会員】 

なお、下半期加入 2 社のうち、１社は文部科学省所管の防災科学技術研究所の入会であった。 

 

(2)地盤データの登録推進 

令和 4 年度のデータ登録数は、「電子納品 1,489 本」「ＸＭＬ･ＰＤＦ 77 本」「ＰＤＦのみ 28 本」の合

計 1,594 本を登録した。【当初計画：1,600 本】 

 

(3)維持管理の効率的運用 

令和 4 年度も会員等からの問い合わせ対応やホームページ・パンフレット更新等、効率的な維持管

理の運用として、以下の対応を行った。 

＜地盤登録データ(柱状図)分布図の更新・新規作成＞ 

ホームページ(トップページ)に従前より公開している新潟県・富山県・石川県の地盤登録データ(柱

状図)分布図の更新、他県の主要地域の地盤登録データ(柱状図)分布図を新規に作成した。 

令和 4 年度の登録分布データ図は、以下の 4 県 7 地域を新規に公開した。 

・ 山形県（小国町） 

・ 福島県(会津若松市、大川ダム周辺) 

・ 長野県(長野市、中野市、大町市) 

・ 岐阜県(神通川水系) 

＜ＸＭＬデータの提供＞ 

金沢大学(阪田教授)よりボーリング柱状図(ＸＭＬデータ)の提供依頼を受けて、３６，989 本のデ

ータを提供した。 

＜ホームページの更新＞ 

「お知らせ情報」の追加掲載(２件) 

・ 第 21 回協議会の開催報告(令和３年度事業報告・決算報告および令和４年度事業計画・予

算計画)を掲載。 

・ 主要地域の地盤登録データ(柱状図)分布図の更新情報を掲載。 

「データ登録情報」の更新状況 

・ 地盤データの登録状況を随時掲載。 

「主要地域の地盤登録データ(柱状図)分布図」（PDF 版）を掲載 

・ 主要地域の地盤登録データ(柱状図)分布図の更新、新規追加分を掲載。 



 
 

＜パンフレットの更新＞ 

最新の登録本数（登録本数：50,０００本以上）に更新した。 

 

(４)北陸地盤情報活用協議会の開催 

令和 4 年度「第 21 回北陸地盤情報活用協議会」は、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)によ

る感染防止対策として、書面開催とした。 

・ 令和 4 年 6 月  9 日 開催案内・議事資料(メールにて案内) 

・ 令和 4 年 6 月 21 日 議決結果(メールにて報告) 

※議決結果 全構成員より承認(賛同)  



 
 

３．収支決算書(令和４年４月１日～令和５年３月３１日まで) 

　　　　　　科　　　目
令和4年度
(a)予算

令和4年度
(b)決算

増減
(b)－(a)

備　　　考

＜収入の部＞

1 年会費収入 4,015,000 4,111,250 96,250 79(有料会員)

　 会員(学協会所属会社) 3,905,000 3,932,500 27,500
72(有料会員)
予算[71] ⇒ 決算[72]

会員(市町村・教育機関等)　 　 110,000 151,250 41,250
 6(有料会員)
予算[4] ⇒ 決算[6]

会員(その他：協議会認定) 0 27,500 27,500
 1(有料会員)
決算[1] 防災科学技術研究所(文科省)

2 事業収入 110,000 286,000 176,000

データ提供(申請者) 110,000 286,000 176,000 依頼：1件(金沢大学)

　 CD-ROM販売 0 0 0 　

閲覧・印刷販売収入 0 0 0

3 前年度繰越金 181,441 181,441 0

4 利息 0 33 33 利息

当期収入合計(Ａ) 4,306,441 4,578,724 272,283 　

＜支出の部＞

1 運用管理費(1年間) 730,000 391,132 -338,868

サーバー維持費 400,000 361,460 -38,540
ｻｰﾊﾞﾚﾝﾀﾙ･光回線･ﾄﾞﾒｲﾝ更新
ｻｰﾊﾞﾏｼﾝ構成の変更(9月～)により減額

ホームページ等更新･管理費 300,000 0 -300,000
Webｻｲﾄ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ更新
事務局で作業のため｢事務局人件費｣で計上

郵送費等 30,000 29,672 -328 特定郵便･簡易書留  

2 データ登録費等 1,660,000 1,807,300 147,300  

データ登録費 1,550,000 1,752,300 202,300
ﾃﾞｰﾀ登録
登録時に位置情報修正[増額]

データ抽出費(申請者提供) 110,000 55,000 -55,000
ﾃﾞｰﾀ抽出
1件(金沢大学)

3 事務局人件費 1,610,000 1,958,000 348,000
協議会資料作成･会員管理等
Webｻｲﾄ･ﾊﾟﾝﾌ更新／ﾃﾞｰﾀ抽出作業[増額]

4 データ収集費 0 0 0

5 システム修正費 0 0 0

6 登録PDF電子化(XML変換) 0 0 0

7 予備費 1,000 550 -450
振込手数料
北陸地域づくり協会へ一括振込

当期支出合計(Ｂ) 4,001,000 4,156,982 155,982

当期収支差額(Ａ)－(Ｂ) 305,441 421,742 116,301  

(次期繰越収支差額)   

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

注）１．令和 4年度予算は｢第 21 回地盤情報活用協議会｣にて提示・承認されたものである。 

２．収入の部 年会費は｢第 21 回地盤情報活用協議会｣後の新規入会(有料 4会員)により増額となった。 

 データ提供は金沢大学から申請(約 37,000 本)された XML データの提供により増額となった。 

３．支出の部 ホームページ等更新･管理費は事務局での作業のため｢事務局人件費｣に計上し、増額となった。 




